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交通安全日本一の都市の実現を目指して 



 

 

 

ま え が き 

 

本市は、増大する交通事故に対処するため、昭和 39 年 9 月に交通安全都市宣言を行

いました。 

 また、交通安全対策基本法（昭和 45 年法律第 110 号）に基づき本市の第 1次～第 11

次の交通安全計画（昭和 46 年度以降 5 年ごと策定）を作成し、関係機関、団体及び市

民が一体となって、各般にわたる交通安全施策を積極的に実施してきました。 

第 11 次藤枝市交通安全計画においては、こうした交通安全対策の積極的な推進に 

より、令和 7年の人身事故発生件数は、目標値である 800 件を大幅に下回る 539 件とな

りました。５年間の平均値は、第 10 次の 1,075 件から 591 件へと 484 件減少し、死者

数においても 3.8 人から 3人へと減少しました。これは、関係機関・団体、市民総ぐる

みの長年にわたる努力の成果であると考えられます。 

しかしながら、死者数は微増減を繰り返している状況であり、また、人身事故に占め

る高齢者事故の割合は高い状態で推移しているため、事故そのものを減少させることは

もちろんのこと、超高齢社会の進展に伴う高齢者の事故対策が求められています。 

 言うまでもなく、交通事故の防止は、関係機関・団体だけでなく、市民一人一人が全

力を挙げて取り組まなければならない緊急かつ重要な課題であり、人命尊重の理念の下

に、交通事故のない社会を目指して、交通安全対策全般にわたる総合的かつ長期的な施

策の大綱を定め、これに基づいて諸施策を強力に推進していかなければなりません。 

 この交通安全計画は、このような観点から、交通安全対策基本法第 26条第 1項の規

定により、県の作成する交通安全基本計画に基づき、令和 8年度から令和 12 年度まで

の５年間に講ずべき、藤枝市内における陸上交通の安全に関する施策の大綱を定めたも

のです。 

 この交通安全計画に基づき、本市は国及び県など関係行政機関と緊密な連携を図り、

市民との協働のもと、交通の状況や地域の実態に即して、交通の安全に関する施策を具

体的に定め、これを強力に実施することで“交通安全日本一の都市”の実現を目指して

まいります。 

 

令和９年１月〇〇日 

藤枝市交通安全対策会議 

会 長 北 村 正 平 
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計 画 の 基 本 理 念 

本市が目指す“幸せになるまち”藤枝づくりのためには、その前提として、市民全て

の願いである安全で安心して暮らし、移動することができる社会を実現することが極め

て重要である。 

本市は、これまでの 11次・55年間にわたる藤枝市交通安全計画に基づく取組におい

て、人身事故件数を過去 55 年間で最も多かった平成 13 年の約３分の１まで減少させる

などの成果を上げてきたところである。 

しかしながら、交通事故が根絶されたわけではなく、依然として、こどもが関係する

交通事故や高齢運転者による交通事故も後を絶たない。 

本市が交通安全日本一の都市に向けてこれまで実施してきた各種施策の深化はもち

ろんのこと、先進技術を積極的に取り入れた対策に取り組むことが必要であり、これに

より交通事故のない交通安全社会の実現を目指す。 

 

【交通事故のない社会を目指して】 

 道路交通事故による死傷者数は減少傾向にあるものの、これまで死亡事故「ゼロ」を

達成することはできなかった。 

言うまでもなく、交通事故のない社会は一朝一夕に実現できるものではないが、交通

安全対策基本法制定後半世紀を経た今、改めて交通事故被害者等の存在を思い、悲惨な

交通事故の根絶に向けて、更なる一歩を踏み出し「交通安全日本一の都市」の実現を目

指していく。 

【人優先の交通安全思想】 

高齢者、障害のある人、こども等の交通弱者の安全を、一層確保する必要がある。 

交通事故がない社会は、交通弱者が社会的に自立できる社会でもある。 

また、思いがけず交通事故被害者等となった人に対して、一人一人の状況に応じた支

援が求められる。このような「人優先」の交通安全思想を基本とし、あらゆる施策を推

進していく。 

【少子高齢化が進展しても安全に移動できる社会の構築】 

 高齢歩行者や自転車利用者の交通事故とともに、高齢運転者による交通事故の防止は、

喫緊の課題である。 

また、事業用自動車においては、少子高齢化の進展に伴う人手不足のため、運転者の

担い手が減少し、移動手段が減少していくことも課題である。 

 交通の関係者の連携によって、こどもから高齢者に至るまで安全に移動することがで

き、安心して移動を楽しみ豊かな人生を送ることができる社会、さらに、年齢や障害の

有無等に関わりなく安全に安心して暮らせる藤枝を創る。 
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計画の基本方針 

１ 交通安全対策の対象（交通社会を構成する三要素） 

⑴交通社会を構成する「人」、⑵車両等の「交通機関」

及び⑶それらが活動する場としての「交通環境」と

いう三つの要素について、それら相互の関連を考慮

しながら、交通事故の科学的な調査・分析や、評価

を充実し、成果目標を設定した施策を策定し、市民

の理解と協力を得て推進する。 

 

⑴ 「人」に係る安全対策 

   交通機関の安全な運転を確保するため、運転者 

の知識・技能の向上、交通安全意識の徹底、指導 

取締りの強化、運転の管理の改善、労働条件の適正化等を図り、かつ、歩行者等の

安全な移動を確保するため、歩行者等の交通安全意識の徹底、指導の強化等を図る。 

また、交通社会に参加する市民一人一人が、自ら安全で安心な交通社会を構築し

ていけるよう、交通安全に関する教育、普及啓発活動を充実させる。 

交通事故被害者等の声を市民が聞く機会を創出することも安全意識の向上のた

めには有効である。さらに、市民自らの意識改革のために、地域と連携し、市民自

ら交通安全対策を実践する仕組みを推進する。 

 

(2) 「交通機関」に係る安全対策                    

人はミスを犯すものという前提の下で、それらのミスが事故に結び付かないよう

に、衝突被害軽減ブレーキ（自動ブレーキ）、ペダル踏み間違い時加速抑制装置、

車間距離制御装置、車線逸脱警報装置、リアビークルモニタリングシステム、自動

切換型前照灯など新技術の活用とともに、各交通機関の社会的機能や特性を考慮し

つつ、高い安全水準の維持を図る。 

 

 (3) 「交通環境」に係る安全対策 

   関係機関の協働により機能分担された道路網の整備、交通安全施設等の整備、効

果的な交通規制の推進、交通に関する情報の提供の充実、施設の老朽化対策等を図

るものとする。 

また、交通環境の整備に当たっては、人優先の考えの下、人自身の移動空間と自

動車等交通機関との分離を図るなどにより、混合交通に起因する接触の危険を排除

する施策を充実させるものとする。特に、道路交通においては、通園路、通学路、

生活道路、市街地の幹線道路等において、歩道の整備を積極的に実施するなど、人

優先の交通安全対策の更なる推進を図ることが重要である。 

   なお、これらの施策を推進する際には、少子高齢化や国際化等の社会情勢の変化

 
図 1：交通社会を構成する三要素と 

要素別の施策 
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を踏まえるとともに、地震等に対する防災の観点にも適切な配慮を行うものとする。 

 

２ これからの５年間（計画期間）において特に注視すべき事項  

 (1) 人手不足への対応 

   交通に関わる多岐にわたる分野・職種において人手不足の影響がみられ、自動

化・省力化等の進展もみられる中で、安全が損なわれることのないよう、交通安全

意識の高揚を促し、交通安全教育を徹底する取組に対する支援が必要である。 

 

 (2) 増加する外国人運転者等への対応 

日本の交通ルールを十分に理解していない外国人の移動に伴う交通事故のリス

クに対応するため、外国人を雇用する企業などの関係機関・団体と連携し、交通安

全教育の実施や日本の交通ルール・マナーの周知、交通安全意識の啓発を推進する

取組が必要である。 

 

(3) 先進技術導入への対応    

   先進技術の導入により、ヒューマンエラーの防止を図り、また、人手不足の解決

にも寄与することが期待されるが、安全性の確保を前提として、社会的受容性の醸 

成を進めるとともに、性能を過信・誤解することなく、正しく理解し、利用するよ

う広報啓発等を進めることが重要である。 

   このほか、新たなモビリティについても、安全な利用を徹底するためのルールの

周知や先進技術の活用といった取組が必要である。 

 

(4) 高まる安全への要請と交通安全 

自然災害の影響、インフラの老朽化、治安、感染症等、様々な安全への要請が高

まる中、確実に交通安全を図り、そのために、安全に関わる関係機関はもとより、

多様な専門分野間で、一層柔軟に必要な連携をしていくことが重要である。 

 

３ 横断的に重要な事項 

 (1) 先進技術の積極的活用 

全ての交通分野において、更なる交通事故の抑止を図り、交通事故のない社会を

実現するために、先進技術や情報の普及活用の促進に安全性を検証しながら積極的

に取り組んでいく。 

 加えて、デジタル技術を積極的に活用し、高齢者をはじめとする人々の行動の変

容を促していくことも重要である。自動化の推進に当たっては、全体として安全性

が高まるための解決策を社会全体として作り出す必要がある。 

 

(2) 救助・救急活動及び被害者支援の充実 

   交通事故が発生した場合に負傷者の救命を図り、また、被害を最小限に抑えるた 

め、迅速な救助・救急活動の充実、負傷者の治療の充実等を図ることが重要である。 
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   また、犯罪被害者等基本法（平成 16 年法律第 161 号）に基づき、交通安全の分

野においても交通事故被害者等に対する支援の更なる充実を図るものとする。 

   

(3) 参加・協働型の交通安全活動の推進 

   交通事故防止のためには、国、県、市、民間企業、関係機関・団体等が緊密な連

携の下に、それぞれが責任を担いつつ、施策を推進するとともに、市民の主体的な

交通安全活動を積極的に促進することが重要であることから、市の行う交通の安全

に関する施策に計画段階から市民が参加できる仕組みづくり、市民が主体的に行う

交通安全総点検、地域におけるその特性に応じた取組等により、参加・協働型の交

通安全活動を推進する。 

 

(4) ＥＢＰＭ※の推進 

交通安全に関わる施策におけるＥＢＰＭの取組を強化するため、その基盤となる 

データの整備・改善に努め、多角的にデータを収集し、各施策の効果を検証した上 

で、より効果的な施策を目指す。 

 

 (5) 他市との連携・協力 

   本市では、多岐にわたる施策、関係機関の尽力により、近年、交通事故は減少傾

向が続いているが、今後更に減少させるためには、近隣市をはじめ、他市と知見を

共有し、連携による広域での交通安全施策を推進することが重要である。 

 

４ 計画の進捗管理 

本計画を着実に推進するために、「藤枝型マネジメントサイクル」による計画の

進捗管理を行う。 

 具体的には、事業所管課において、一次評価を実施し、藤枝市交通安全対策協議

会において、毎年度の交通安全事業の評価・検証を実施することで、２段階での評

価・検証による本計画の進捗管理を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ＥＢＰＭ: Evidence-based Policy Making（証拠に基づく政策立案） 
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計画の実施サイクル（イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

交通安全日本一の都市の実現 

市では、これらの基本理念に基づき、こどもや高齢者をはじめ全ての市民が安全で安

心して暮らせる「交通安全日本一の都市」の実現に向けて、関係機関と連携し、市民総

ぐるみ、官民一体で交通安全対策に取り組む。 

 

SDGs の 17 のゴールに貢献する藤枝市の 17 の目標 

 

   SDGｓの実現に向けて、地方自治体として取り組むべき目標を本市独自のローカ

ル SDGｓとし、SDGｓの 17 のゴールに貢献する本市独自の目標を設定し、地方創生

の一層の充実・深化とともに、その達成を目指す。本計画に掲げている取組は、SDG

ｓの 17 のゴールと対応させて推進し、広く発信する。
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第１章 
道路交通の安全 
 

 

第１節 道路交通事故のない社会を目指して（基本的な考え方）・・・・７ 

第２節 道路交通の安全についての目標・・・・・・・・・・・・・・・８ 

第３節 道路交通の安全についての対策・・・・・・・・・・・・・・１１ 
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第１節 道路交通事故のない社会を目指して（基本的な考え方） 

 

１ 道路交通事故のない社会を目指して 

  私達は、人命尊重の理念に基づき、究極の目標であるが、交通事故のない社会を目指すべきであ

る。 

  近年においては、未就学児をはじめとするこどもが関係する交通事故や高齢者が当事者となる交

通事故も継続して発生している。次代を担うこどものかけがえのない命を守るとともに、高齢化の

進展に適切に対処するため、時代のニーズに応える交通安全の取組が求められている。 

  今後も、交通事故による死者数及び件数ゼロを目指し、「“交通安全日本一”の都市」の実現に向

けて、「できることはすべてやる」という強い意識を持って、市を挙げて更に積極的な取組が必要

である。 

交通安全対策の推進に当たっては、交通社会に参加する全ての市民が交通安全に留意して、より

一層交通安全対策を充実していくことが必要である。 

   

２ 歩行者の安全確保     

  交通死亡事故ゼロを目指す上で、交通弱者である歩行者の事故防止対策は重要な課題であり、人

優先の交通安全思想の下、歩道や横断歩道の整備等により歩行者の安全確保を図ることが重要であ

る。 

 

３ 本市の実情を踏まえた施策の推進  

  交通安全に関しては、様々な施策メニューがあるところであるが、本市の実情を踏まえた上で、

最も効果的な施策の組合せを行うべきである。特に、生活道路における交通安全対策については、

総合的なまちづくりの中で実現していくことが有効である。このようなまちづくりの視点に立った

交通安全対策の推進に当たっては、市と警察署の連携が極めて重要である。 

  さらに、本市の安全性を総合的に高めていくためには、交通安全対策を防犯や防災と併せて一体

的に推進していくことが有効かつ重要である。 

 

４ 役割分担と連携強化 

  行政のほか、地域、学校、家庭、職場、団体、企業等それぞれが責任を持ちつつ役割分担しなが

らその連携を強化していくことが求められる。 

また、市民が、交通安全に関する各種活動に対して、その計画、実行、評価の各場面において様々

な形で積極的に参加し、協働していくことが有効である。 

 

５ 交通事故被害者等の参加・協働 

交通事故被害者等は、交通事故により家族を失い、傷害を負わされるなど交通事故の悲惨さを我

が身をもって経験し、理解している。このため、生命（いのち）のメッセージ展などの啓発イベン

トで体験談を語り、事故防止を啓発する活動への参加や協働は重要である。 
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第２節 道路交通の安全についての目標 

 

Ⅰ 道路交通事故の現状 

１ 年間死者数 

本市の交通事故による死者数は、第 11 次藤枝市交通安全計画期間中の平均が 3 人と、過去 20

年間で最少となったものの、死亡事故「ゼロ」は達成できなかった。 

 

２ 年間人身事故発生件数 

人身事故の発生件数は、平成13年の1,521件をピークに減少と増加を繰り返しているものの、

令和7年末には539件となり、第11次計画の目標である800件を大幅に達成する結果となった。 

類型別では表１のとおり追突事故が1番多く、全体の39.0％、続いて交差点での出会い頭事故

が32.1％と、この2つの事故形態で全体の71.1％を占める。 

このように、車両相互による事故が多いのが本市の事故の特徴といえる。 

 

図２：藤枝市の過去20年間の人身事故発生件数、死者数及び負傷者数の推移   
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                （藤枝警察署「藤枝市の犯罪・交通事故統計」より） 

 

 

 

 

H18～22平均値 

発生件数：1,327 

死者数 ：4.4 

負傷者数：1,685 

H23～27平均値 

発生件数：1,285 

死者数 ：5.0 

負傷者数：1,631 

H28～R2平均値 

発生件数：1,075 

死者数 ：3.8 

負傷者数：1,365 

第11次目標 

R7までに800件以下 

R3～R7平均値 

発生件数：591 

死者数 ：3.0 

負傷者数：732 
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表1：藤枝市の人身事故類型別発生件数（R7） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（藤枝警察署提供資料より） 
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３ 高齢者事故 

   本市における人身事故に占める高齢者の割合は、4割前後と高い割合で推移しており、今後も一

層の高齢者対策が必要な状況となっている。 

特に、75 歳以上が死者の半数を占めることから、同年代の高齢者の安全確保は一層重要となる。 

 

 

区 分 件 数 死者数 負傷者数 

人対車両 

対面 ２  ２ 

背面 ４  ４ 

横
断 

横断歩道 ２１  ２１ 

その他 １２ ２ １０ 

その他 １４  １４ 

小 計 ５３ ２ ５１ 

車両相互 

正面衝突 ６  ８ 

追突 ２１０  ２８８ 

出会い頭 １７３ １ １９０ 

追越等 ３  ４ 

右左折 ４４  ５２ 

その他 ４８  ５９ 

小 計 ４８４ １ ６０１ 

車両単独 ２ １ １ 

合        計 ５３９ ４ ６５３ 

（藤枝警察署「藤枝市の犯罪・交通事故統計」より） 

図３：藤枝市の追突事故及び出会い頭事故の発生件数と構成率の推移（R3～R7） 
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図４：藤枝市の高齢者人口の推移（R3～R7） 
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Ⅱ 第 12次藤枝市交通安全計画における目標 

交通事故のない社会を達成することが究極の目標であるが、一朝一夕にこの目標を達成すること

は困難であると考えられる。そのため、国の第 12 次交通安全基本計画においては、「令和 12 年ま

でに年間の24時間死者数を1,900人以下」にする目標を掲げている。 

そこで、本計画においては、日本一の交通安全都市を目指す目標値として、交通事故による年間死

者数を「ゼロ」、また登下校時における小学生・中学生の交通事故発生件数も常に「ゼロ」を目指す。

人身事故発生件数は、令和12年までに年間500件以下、自転車事故の発生件数については86件以下

の達成を目指す。 

（藤枝市統計資料：12月末より） 

図５：藤枝市の高齢者に係る人身事故発生件数の推移(R3～R7) 

 

 

 

 

 

) 

（藤枝警察署「藤枝市の犯罪・交通事故統計」より） 
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〈本計画における目標〉 

指標 基準値（令和７年） 目標（令和１２年） 

年間死亡事故件数 ４件 ０件 

年間人身交通事故件数 ５３９件 ５００件以下 

年間自転車事故件数 １０５件 ８６件以下 
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（藤枝警察署「藤枝市の犯罪・交通事故統計」より） 

過去5年間の交通死亡事故ゼロの連続日数 

200日達成： ０回 

300日達成： １回    期間内最長記録  ３９７日 

（令和3年 8月 3日～令和4年 9月 4日）  

 

 

第３節 道路交通の安全についての対策   

 

Ⅰ 今後の道路交通安全対策を考える視点 

  近年、道路交通事故による死者数並びに事故発生件数が減少傾向にあることから、これまでの交

通安全計画に基づき実施した施策には一定の効果があったものと考えられる。 

しかしながら、運転者の交通安全意識をみると、自動車と比較して弱い立場にある歩行者や自転

車に対する保護意識の浸透には至っていない。歩行者等が最も保護されるべき横断歩道上の事故を

図６：藤枝市過去5年間の人身事故発生件数と今後5年間の目標件数の推移 

500 件 
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はじめとして、道路横断中の事故が減少しているとは言いがたい状況にあり、今一度「人優先」の

交通安全思想の徹底を図るべく、「思いやり」「ゆずりあい」運転を徹底させていくことが求められ

る。 

また、高齢者人口の増加に伴い、人身事故に占める高齢者事故割合、高齢者起因割合がともに増

加しており、交通事故減少のためには高齢者の交通事故防止対策も喫緊の課題となっている。 

今後、本市の交通事故を更に減少させていくためには、従来の交通安全対策を基本としつつ、経

済社会情勢、交通情勢の変化等に対応する。 

また、実際に発生した交通事故に関する情報の収集、分析を充実し、より効果的な対策への改善

を図るとともに、有効性が見込まれる施策を推進する。 

さらに、対策の実施に当たっては、可能な限りＥＢＰＭを推進し、効果を検証し、必要に応じて

改善していく。 
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〈重視すべき１０の視点〉 

⑴ 高齢者を交通事故から守るとともに交通事故を起こさせないための総合的な対策  

本市は人身事故件数に占める高齢者事故の割合が高く、令和7年中は約4割を占めている。高

齢者については、主として歩行者、自転車利用者等の対策とともに、自動車運転者の安全運転を

支える対策を推進する。推進に当たっては、交通安全教育等を地域の交通情勢に応じ、実施する

ことが重要である。 

また、自動車運転に不安を感じる方が自主的に運転免許証を返納できるよう支援等を行うこと

も重要である。 

高齢者が歩行及び自転車等を交通手段として利用する場合については、歩道や自転車通行空間

の整備や生活道路の対策、高齢者の特性を踏まえた交通安全教育や見守り活動等のほか、多様な

モビリティの安全な利用を図るための対策といった安全で安心な移動手段の確保等も重要になる。 

図７：藤枝市の年齢別人身事故発生状況 (R7) 
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また、年齢等にかかわらず多様な人々が利用しやすいよう都市や生活環境を設計するとの考え

方に基づき、バリアフリー化された道路交通環境を形成する必要がある。 

高齢運転者が安全に運転を継続するための対策として、高齢運転者自らが運転する時と場所を

選択し、運転能力が発揮できるよう心身及び環境を整え、加齢に伴う運転技能の低下を補うよう

な運転方法を採る「補償運転」の促進を図るなど、加齢に応じた運転の在り方に係る交通安全教

育等を推進する必要がある。 

 

 歩行中 
その他 

自転車 
運転中 

原付・自二車
運転中 

自動車 
運転中 

同乗中 合 計 

幼児・園児 １ ０ ０ ０ ６ ７ 

小学生 ３ ５ ０ ０ ８ １６ 

中学生 ０ １４ ０ ０ ２ １６ 

高校生 １ ３８ １ １ ５ ４６ 

65歳以上 １８ １２ ７ ６１ ２６ １２４ 

合 計 ２３ ６９ ８ ６２ ４７ ２０９ 

 

 

⑵ こどもの安全確保のための環境整備 

少子化の進行が深刻さを増している中で、安心してこどもを生み育てることができる環境の整

備、こどもと一緒に移動しやすい環境の整備が期待される。次世代を担うこどもの安全を確保す

る観点から、未就学児を中心にこどもが日常的に集団で移動する経路や通学路等のこどもが移動

する経路において、横断歩道の適切な管理、歩道の整備等の安全で安心な歩行空間の整備を積極

的に推進するとともに、地域の交通情勢に応じた交通安全教育等の対策を講じる。 

また、保育所等をはじめ地域でこどもを見守っていくための取組を充実させていく必要がある。

このほか、チャイルドシートを使用せずにシートベルトを着用していたこどもが死亡する交通事

故が発生したことを受け、体格等の事情により６歳以上のこどもがシートベルトを適切に着用で

きない場合にはチャイルドシートを使用することについて、こどもの安全確保のため、国の動向

も踏まえながら、適切なチャイルドシートの使用の定着化を推進していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（藤枝警察署 「藤枝市の犯罪・交通事故統計」より） 

表２：藤枝市のこどもと高齢者に係る事故の状態別死傷者数 R7 

横断歩道の歩行者をセンサーで感知しドライバーに知らせるシステムの運用（蓮華寺池公園） 
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図8：自転車事故の発生件数(R3～R7)
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（藤枝警察署「藤枝市の犯罪・交通事故統計」より） 

 

⑶ 歩行者の安全確保のための意識変容 

歩行者がいる横断歩道において自動車が一時停止しないなど、自動車運転者の歩行者優先意識

の徹底は未だなされていない。特に、高齢者やこどもにとって身近な道路の安全性を高め、歩行

者の安全を確保することが必要である。 

人優先の考えの下、未就学児を中心にこどもが日常的に集団で移動する経路、通学路、生活道

路及び市街地の幹線道路において、横断歩道の適切な管理、歩道の整備をはじめ、安全で安心な

歩行空間の確保を積極的に進めるなど、歩行者の安全確保を図る対策を推進する。 

また、横断歩行者が関係する交通事故を減少させるため、自動車、自転車、特定小型原動機付

自転車の運転者には横断歩道に関する交通ルールの再認識と歩行者優先の徹底を周知するなど、

運転者の歩行者保護意識の徹底を図る。 

歩行者に対しては、横断歩道を渡ることや信号機に従うことに加え、信号機のない場所では手

を上げるなど、横断する意思を明確に伝える必要性があること、安全を確認してから横断を始め、

横断中も周りに気を付けること、歩きスマホはしないこと等、歩行者が自らの安全を守るための

行動を促すための交通安全教育等を推進する。 

⑷ 自転車の安全確保のための法令遵守と通行環境の整備  

自転車については、自動車等に衝突された場合には被害者となる反面、歩行者等と衝突した場

合には加害者となる。加えて、自転車利用者による交通ルールに関する理解が不十分であり、自

転車利用者が当事者となった交通死亡事故件数の約7割は自転車利用者側に何らかの法令違反が

認められる状況にある。 

また、令和6年の道路交通法が改正により、自転車運転中の携帯電話使用等（以下「ながらス

マホ」という。）に対する罰則の強化及び酒気帯び運転が罰則の対象とされたほか、令和 8 年 4

月からは自転車に対する交通反則通告制度が適用されることとなった。今後は、官民が連携し、

基準値 目標値 

86件

件 
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ライフステージに応じた交通安全教育の充実や自転車の基本的なルールの周知徹底を図るととも

に、自転車の悪質・危険な違反に対しては、厳正な取締りを推進する。 

また、全ての年齢層に対する乗車用ヘルメットの着用促進、自転車の点検・整備、損害賠償責

任保険等への加入促進等に加え、通勤・通学や配達目的の自転車利用者に対する交通事故防止の

指導啓発等の対策を推進する。あわせて、駆動補助機付自転車（以下「電動アシスト自転車」と

いう。）や特定小型原動機付自転車等多様なモビリティの交通事故の防止を図るため、車両特性を

踏まえた交通安全教育、広報啓発を推進する。 

自転車の安全利用を促進するためには、車線や歩道の幅員の見直し等により、歩行者、自転車

及び自動車が適切に分離された、安全で快適な自転車通行空間の確保を積極的に進める必要があ

る。特に、都市部において自転車の通行空間の確保を進めるに当たっては、自転車交通や多様な

モード間の分担の在り方に加え、人中心のウォーカブルな道路空間への再構築を含め、まちづく

り等の観点にも配慮する。 

また、自動車の運転者に対しても、令和8年 4月から適用された自転車の側方を通過する際の

安全確保に関する規定をはじめ、車道を通行する自転車の安全を確保するための交通ルールにつ

いて周知を図る。 

あわせて、駅前や繁華街の歩道上等交通の安全の支障となる放置自転車対策として、自転車駐

車場の整備等を進める。 

⑸ 外国人の交通安全対策の推進  

在留外国人や訪日外国人の増加に伴い、外国人運転者の数も増えている。特に、トラック・バ

ス・タクシー等の自動車運送業が特定技能制度の対象となったことで、今後、外国人労働者の受

入れとともに、外国人運転者はさらに増加することが見込まれる。これに伴い、外国人運転者が

安全に走行できるよう、日本の交通ルールやマナーを周知徹底し、交通安全意識の向上を図る取

組を強化する必要がある。 

具体的な取組として、まず母国と日本の交通ルールの違いを理解できるよう、啓発動画やリー

フレット等を活用した交通安全教育や広報を実施する。 

また、外国人を雇用する企業においても、運転技術に応じた個別指導を行うなど、安全運転管

理を強化しなければならない。こうした取組を推進するためには、雇用企業や関係機関・団体、

地域社会等が連携した横断的なアプローチが求められる。加えて、歩行者や自転車、特定小型原

動機付自転車等の利用者に対しても、運転者と同様に意識向上を図り、外国人が当事者となる交

通事故の抑止に努める。 

さらに、ハード面での環境整備も不可欠である。具体的には、外国人に分かりやすい英語併記

の規制標識の整備や案内標識の英語表記改善、路面標示を活用した注意喚起を研究していく。 

⑹ 特定小型原動機付自転車やその他小型モビリティの法令遵守の徹底と安全対策の推進  

特定小型原動機付自転車について、利用者による交通事故実態や違反の状況を踏まえ、関係事

業者と連携し、基本的な交通ルールの周知徹底や、交通安全教育等の交通安全対策を推進すると

ともに、交通指導取締りを強化する。 

また、その際には、事業者による新たな技術を活用した取組を促す。 

ペダル付き電動バイクについては、一般原動機付自転車又は自動車に該当し、運転には運転免

許を要して、ヘルメットの着用が義務とされていることに加え、ナンバープレート、方向指示器
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等が必要なこと等について、関係機関、販売事業者、プラットフォーム提供事業者等と連携して、

周知を徹底する。 

また、無免許運転、通行区分違反等の悪質・危険な運転に対する交通指導取締りを強化すると

ともに、ペダル付き電動バイクを電動アシスト自転車と称して販売する違法販売事業者対策を推

進する。 

このほか、電動車椅子は歩行者であることについて周知に努めるとともに、安全な利用のため

の交通安全教育を推進する。 

さらに、遠隔操作型小型車の届出制度が道路交通法に新設され、自動配送ロボットによる荷物・

飲食物等の配送が各地で行われており、関係機関や事業者と連携して安全対策を推進する。 

⑺ 生活道路における安全確保 

生活道路においては、高齢者、障害のある人、こどもを含む全ての歩行者や自転車が安全で安

心して通行できる環境を確保し、交通事故を減少させていかなければならない。 

   生活道路の安全対策については、「ゾーン 30」や「キッズゾーン」表示に加え、物理的デバイ

スのハンプ等による自動車の速度抑制を図るための道路交通環境整備を引き続き進める。あわせ

て、警察と連携し、生活道路における適切な交通指導取締りの実施、生活道路における安全な走

行方法の普及、幹線道路を通行すべき自動車の生活道路への流入を防止するための対策等を推進

していく必要がある。 

また、生活道路における各種対策を実施していく上では、対策着手段階からの一貫した市民の

関わりが重要であり、地域の意見を取り入れた対策を進めることにより、「生活道路は人が優先」

という意識を市民に深く浸透させることを目指す。 
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⑻ 先進技術の活用推進 

衝突被害軽減ブレーキをはじめとした先進技術の活用により、交通事故の減少が期待される。

サポカー※の普及はもとより、運転者の危険認知の遅れや運転操作の誤りによる事故を未然に防

止するための安全運転を支援するシステムなどの先進技術の情報を収集し、市民に対し、その活

用を推進する。 

 

 

図９：登下校時における小学生・中学生の交通事故発生件数(R3～R7) 

 

 

 

 

 

小学生事故発生件数      中学生事故発生件数 
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⑼ 交通実態等を踏まえたきめ細かな対策の推進 

県が行う、ＥＴＣ2.0※から得られたビッグデータ等の分析等に基づく交通安全対策を参考に、

交通実態を踏まえた交通安全対策を推進する。 

⑽ 地域ぐるみの交通安全対策の推進 

高齢化の一層の進展等に伴い、地域社会のニーズと交通情勢の変化を踏まえつつ、安全で安心

な交通社会の実現に向けた取組を具体化することが急がれる中で、市は関係団体、市民等の協働

により、地域に根ざした交通安全の課題の解決に取り組んでいくことが一層重要となる。 

このため、地域の実情に精通した市交通安全指導員や警察等専門家の知見を、地域の取組に活か

すとともに、地域の交通安全対策への関心を高め、交通事故の発生場所や発生形態など事故特性

に応じた対策を実施していくため、インターネット等を通じて、市民への交通安全情報の提供に

一層努める。 

また、交通ボランティアをはじめ地域における交通安全活動を支える人材の高齢化が進んでい

ることから、持続可能な自立した組織による交通安全活動を目指し、市民が、交通安全対策につ

いて自らの問題として関心を高める意識の醸成に努めるとともに、交通安全活動に積極的に参加

しやすい環境の整備を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※  サポカー:衝突被害軽減ブレーキやペダル踏み間違い時加速抑制装置等、安全運転支援機能を搭載
した車。 

※  ＥＴＣ2.0：これまでのＥＴＣ（Electronic Toll Collection System の略。高速道路や有料道路
の料金所ゲートで、自動車や自動二輪に搭載した車載器と無線通信を行い、車種や通行区間を判
別して認証や決済を行うシステム。)と比して、①大量の情報の送受信が可能となる、②ＩＣの出
入り情報だけでなく、経路情報の把握が可能となる、など、格段と進化した機能を有しており、
道路利用者はもちろん、道路政策に様々なメリットをもたらし、ＩＴＳ（高度道路交通システム） 
推進に大きく寄与するシステム。 
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Ⅱ 講じようとする施策 

  道路交通安全対策を講じる上で、前述した重視すべき視点を考慮しつつ、 

１ 道路交通環境の整備 

２ 交通安全思想の普及徹底 

３ 安全運転の確保 

４ 車両の安全性の確保 

５ 道路交通秩序の維持 

６ 救助・救急活動の充実 

７ 被害者支援の充実と推進 

以上の７つの施策の柱により、交通安全対策を実施する。 

 

１ 道路交通環境の整備 

⑴ 生活道路等における人優先の安全・安心な歩行空間の整備 

これまで一定の成果を上げてきた交通安全対策は、主として「車中心」の対策であり、歩行者

の視点からの道路整備や交通安全対策は依然として十分とはいえない。   

また、生活道路への通過交通の流入等の問題も依然として深刻であり、車両の速度の抑制や、

自動車、自転車、歩行者等の異種交通が分離された安全な道路交通環境を形成することが必要で

ある。 

ア 生活道路における交通安全対策の推進 

事故データや、地域の要望等に基づき抽出した交通事故の多いエリアにおいて、国、県、地

域等が連携し、徹底した通過交通の排除や車両速度の抑制等のゾーン対策に取り組み、こども

や高齢者等が安心して通行できる道路空間の確保を図る。 

また、令和 8 年 9 月 1 日から生活道路の法定速度 30 キロメートル毎時に引き下げられたこ

とに伴い、関係機関と連携して広報啓発を実施するとともに、歩行者・自転車利用者の安全な

通行を確保するため、最高速度 30 キロメートル毎時の区域規制を実施する「ゾーン 30」の整

備を推進する。 

また、歩道の整備等により、安心して移動できる歩行空間ネットワークを整備する。 

さらに、地域等と連携して潜在的な危険箇所の解消を進めるほか、交通事故の多いエリアで

は、国、県等と連携して効果的・効率的に対策を実施する。 

イ 通学路等における交通安全の確保 

通学路など、こどもが日常的に集団で移動する経路における交通安全を確保するため、定期

的な合同点検の実施や対策の改善・充実等の継続的な取組を推進する。 

また、事故発生時の緊急安全点検等により、学校、教育委員会、警察、こども園等の対象施

設、その所管機関、道路管理者等の関係機関が連携し、ハード・ソフトの両面から必要な対策

を推進する。 

高校生、中学生、小学生、こども園等に通う幼児の安全を確保するため、通学路等の歩道空

間の整備を積極的に推進するとともに、路肩のカラー舗装、防護柵の設置、自転車道・自転車

専用通行帯・自転車の通行位置を示した道路等の整備、横断歩道等の拡充、「ゾーン 30」、「キ

ッズゾーン」の設置等の対策を推進する。 
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また、通行の安全を確保するため、舗装や交通安全施設の修繕を速やかに行い、交通環境の

維持に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

    車の減速を促すハンプ           園児を守るキッズゾーン 

ウ 高齢者、障害のある人等の安全に資する歩行空間等の整備 

(ｱ) 高齢者や障害のある人等を含め全ての人が安全に安心して参加し活動できる社会インフ

ラ整備の実現 

・駅、公共施設、福祉施設、病院等の周辺道路における平坦性の確保された幅の広い歩道の整

備 

・歩道の段差、傾斜、勾配の改善 

・公共交通機関等のバリアフリー化 

・視覚障害者誘導用ブロックの設置 

・歩行者用案内標識の設置 

・バリアフリーマップの作成 

(ｲ) 違法駐車対策 

・横断歩道、バス停留所付近の違法駐車等の取締り強化 

・歩道や視覚障害者誘導用ブロック上の違法駐車の取締りの推進 

エ 交差点における出会い頭事故対策 

生活道路においては、信号機の無い見通しが悪い交差点での出会い頭事故が多発しているこ

とから、歩行者や車両をセンサーが検知してカーブミラーが点灯する「光るカーブミラー」の

設置など、交差点における出会い頭事故対策を重点的に実施する。 

⑵ 高速道路の更なる活用促進による生活道路との機能分化 

東名高速道路や新東名高速道路並びに国道1号バイパス（以下「高規格幹線道路」という。）か

ら生活道路に至る道路ネットワークを体系的に整備し、道路の適切な機能分化を推進する。 

特に、高規格幹線道路等、事故率の低い道路利用を促進するとともに、生活道路においては、

車両速度の抑制や通過交通を排除し、人優先の道路交通を形成する。 

⑶ 幹線道路における交通安全対策の推進 

国道、県道、都市計画道路及び交通量の多い一級市道など、幹線道路における交通安全対策に

ついては、国、県及び警察署と連携を図り、事故危険区間及び死傷事故率の高い区間を優先的に

選定し、より有効性の高い対策を検討し「成果を上げるマネジメント」を推進する。 

また、高規格幹線道路から生活道路に至るネットワークによって適切に機能が分担されるよう

道路の体系的整備を推進するとともに、他の交通機関との連携強化を図る道路整備を推進する。

さらに、一般道路に比べて安全性が高い高規格幹線道路等の利用促進を図る。 
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  ア 事故危険箇所対策の推進 

(ｱ) 集中的な事故抑止対策 

    特に事故の発生割合の大きい幹線道路の区間や、事故データの活用により潜在的な危険区間

等を事故危険箇所として指定し、公安委員会と道路管理者が連携して集中的な事故抑止対策を

実施する。 

(ｲ) 道路・交差点における対策 

・歩道等の整備 

・隅切り等の交差点改良 

・バス路線等における停車帯の設置 

・区画線等の整備 

・道路照明、視線誘導標等の設置 

イ 重大事故の再発防止 

社会的影響の大きい重大事故が発生した際は、速やかに事故要因を調査し、同様の事故の再

発防止を図る。 

ウ 国道1号藤枝バイパス4車線化の推進 

生活道路への通過交通の排除と交通の効果的な分散により、円滑で安全な道路交通環境を確

保するため、国道1号藤枝バイパス４車線化に向け関係機関と連携していく。 

  エ  機能分担された道路網の整備 

幹線道路で囲まれた居住地域内や歩行者等の通行の多い商業地域内等においては、通過交通

をできる限り幹線道路に転換させるなど道路機能の分化のため、公安委員会により実施される

交通規制及び交通管制との連携を強化し、車両速度及び通過交通の抑制等の整備を総合的に実

施する。 

オ 道路の改築等による交通事故対策の推進 

      交通事故の多発等を防止し、安全かつ円滑・快適な交通を確保するため、次の方針により道 

路の改築等による交通事故対策を推進する。 

(ｱ) 道路改築事業の推進 

・歩道等を設置するための既存道路の拡幅 

・自転車専用通行帯の整備 

・自転車の通行位置を示した道路の整備 

 (ｲ) 歴史的地区への道路の体系的整備 

歴史的街並みや史跡等の残る地区において、地区内の交通と観光交通、通過交通を適切に

分離するため、歴史的地区への誘導路、地区内の生活道路、歴史的みちすじ等の整備を体系

的に推進する。 

カ 交通安全施設等の高度化とデジタル技術を活用した安全対策 

道路の構造、交通の状況等に応じた交通の安全を確保するために、事故の多い交差点におけ

るデジタル技術を活用した実証実験を通し、新たな交通事故防止施設の設置を推進する。 

⑷ 高齢者等の移動手段の確保・充実 

 高齢者による交通事故の防止のため、代替となる移動手段の確保は、交通安全に資する重要な

対策である。 



 

- 21 - 

 

また、高齢者の交通事故を防ぐとともに、こどもから高齢者に至るまで安全に移動でき、年齢

や障害の有無にかかわらず安全に安心して暮らせるために、藤枝市地域公共交通計画に沿って、

市民や来訪者が快適に移動できる環境を整え、同時に持続可能な移動サービスの提供体制を実現

する。こうした観点から、高齢者のニーズを踏まえた公共交通の利便性向上や利用しやすい環境

づくりによる利用促進が重要であり、あわせて公共交通を利用することの効果の啓発などを推進

していく。 

さらに、高齢者をはじめとする公共交通によって移動することが難しい人たちが、買い物、通

院、社会参加など日常生活で必要なお出かけができるよう、住民主体で行っている。具体的には、

出かけっＣＡＲサービス、住民団体と連携して行っている「ふじえだ足すと号」運行事業、医療

機関による送迎の交通空白地域等通院送迎、法人と住民と市が連携して行っている要介護者等通

院送迎サービス「おちゃまるタクシー」や、藤枝市社会福祉協議会福祉有償運送「のりまる」な

どを展開している。 

こうした取組が持続するよう、引き続き様々な主体と連携を密にし、担い手が安心してサービ

スが提供でき、利用者が利用できるための支援を行っていく。 

⑸ 歩行空間のユニバーサルデザイン化 

全ての人が安全に、安心して参加し活動できる社会を実現するため、駅、公共施設、福祉施設、

病院等を結ぶ道路において、幅の広い歩道の整備や歩道の段差・傾斜・勾配の改善、無電柱化、

視覚障害者誘導用ブロックの整備等による歩行空間の連続的・面的なユニバーサルデザイン化を

積極的に推進し、安全・安心な歩行空間の整備を推進する。 

⑹ 無電柱化の推進 

藤枝市無電柱化推進計画に基づき計画路線の無電柱化を推進するとともに、安全で快適な通行

空間の確保等の観点から、関係事業者と連携し、特に幅員が著しく狭い歩道等においては新設電

柱の占用禁止や既設電柱の占用制限について、検討を推進する。 

⑺ 効果的な交通規制の推進  

地域、警察と連携し、地域の交通実態等を踏まえた効果的な交通規制を図り、ソフト・ハード

両面での総合的な対策を実施することにより、安全で円滑な交通流の維持を図る。特に生活道路

においては、速度抑制対策を積極的に推進する。 

⑻ 自転車利用環境の総合的整備 

ア 安全で快適な自転車利用環境の整備 

本市が進める「ゼロカーボンシティ」の構築に向けて、省エネルギー化への寄与が期待でき

る自転車の役割と位置付けを明確にしつつ、交通状況に応じて、歩行者・自転車・自動車の適

切な分離を図り、安全で快適な自転車利用環境を創出する必要がある。本市では「藤枝市自転

車通行空間ネットワーク整備計画」に基づき歩行者と自転車が分離された車道通行を基本とす

る自転車通行空間の整備等により、安全で快適な自転車利用環境の創出に関する取組を推進す

る。 

また、自転車通行の安全性を向上させるため、自転車専用 

通行帯の設置区間や自転車と自動車を混在させる区間では、 

周辺の交通実態等を踏まえ、必要に応じて、警察署と連携し、 

駐車禁止又は駐停車禁止の規制を実施する。 

矢羽根型自転車誘導帯 
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あわせて、自転車専用通行帯をふさぐなど悪質性、危険性、迷惑性の高い違法駐停車車両に

ついては、取締りを積極的に実施する。 

道路管理者や警察が自転車ネットワークの作成や道路空間の整備、通行ルールの徹底を進め、

さらに、「街なかシェアサイクル」など、自転車利用者に対するルール・マナーの啓発活動など

のソフト施策を積極的に推進する。 

イ 自転車等の駐車対策の推進 

 (ｱ) 自転車駐車場整備の推進 

自転車の駐車スペースを確保するため、自転車駐車場等を整備し、運営する。 

(ｲ) 放置自転車対策の推進 

放置自転車等への指導及び撤去の推進 

(ｳ) 自転車利用者に対する啓発 

バリアフリー法に基づき、市が定める重点整備地区内における生活関連経路を構成する道

路においては、高齢者、障害のある人等の移動の円滑化に資するため、関係機関・団体が連

携し違法駐車を防止する取組を重点的に推進する。 

⑼ 交通需要マネジメントの推進 

依然として厳しい道路交通渋滞を緩和し、道路交通の円滑化を図ることによる交通安全の推進

に資するため、広報・啓発活動を積極的に行うなど、交通需要マネジメント（ＴＤＭ ※）の定着・

推進を図る。具体的には、バイパス・環状道路の整備や交差点の改良等の交通容量の拡大策、交

通管制の高度化等に加えて、パークアンドライドの推進、情報提供の充実、時差通勤・通学、フ

レックスタイム制の導入等により、道路利用の仕方に工夫を求め、輸送効率の向上や交通量の時

間的・空間的平準化を推進する。 

交通の円滑化等に係る施策については、交通政策基本法（平成25年法律第92号）及び同法に基

づき定められる交通政策基本計画に即して、市は、国、県、交通関連事業者、交通施設管理者、市

民その他の関係者と連携を図りながら協力し、総合的かつ計画的に推進する。 

ア 公共交通機関利用の促進 

観光施設への停留所の設置、既存の公共交通の活用をするための動画発信、バス対策委員会

や自治会等と意見交換会の場を設け地域の要望や実情に応じた路線の確保などで公共交通機関

の利用を促進する。 

また、さらなる利用促進策として、バスがどこを走行しているのかリアルタイムで利用者に

情報共有できるバスロケーションシステムの活用や経路検索サイトへの掲載により、バスの利

便性を向上させる。 

イ 貨物自動車利用の効率化 

効率的な貨物自動車利用等を促進するため、共同輸配送による貨物自動車の積載効率向上や、

置き配や宅配ボックスの活用による宅配便の再配達削減に資する取組等による物流効率化を推 

進する。 

 

※ ＴＤＭ: Transportation Demand Management（交通需要マネジメント） 

自動車の効率的利用や公共交通への利用転換など、交通行動の変更を促して交通量の抑制や集中の平

準化など、交通需要の調整を行うことで交通渋滞等を緩和していく取組。 
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⑽ 災害に備えた道路交通環境の整備 

ア 災害に備えた道路の整備 

地震、風水害等の災害が発生した場合においても安全で安心な生活を支える道路交通の確保

を図る。 

地震発生時の応急活動を迅速かつ安全に実施できる信頼性の高い道路ネットワークを確保す

るため、緊急輸送道路上にある橋梁の耐震対策を推進する。 

風水害等においても、安全・安心で信頼性の高い道路ネットワークを確保するため、道路斜

面等の防災対策や災害の恐れのある区間を回避・代替する道路の整備を推進する。 

イ 災害発生時における交通規制 

災害発生時においては、警察と連携し、被災地域への車両の流入抑制を行うとともに、被害

状況を把握した上で、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）の規定に基づく通行禁止等の

必要な交通規制を迅速かつ的確に実施する。 

あわせて、災害発生時における混乱を最小限に抑える観点から、交通量等が一定の条件を満

たす場合において安全かつ円滑な道路交通を確保できる環状交差点の活用を図る。 

 ウ 災害発生時における情報提供の充実 

災害発生時において、道路の被災状況や道路交通状況に関する情報が迅速かつ的確に市民に

提供されるよう、県、警察と連携して交通情報の提供を推進する。 

⑾ 総合的な駐車対策の推進 

道路交通の安全と円滑化を図り、都市機能を維持、増進するため、道路交通の状況や地域の特

性に応じた総合的な駐車対策を推進する。 

ア きめ細かな駐車規制の推進 

市民の意見要望等を十分に踏まえつつ、駐車規制の点検・見直しを実施するとともに、物流

の必要性や自動二輪車の駐車需要等にも配慮し、地域の交通実態等に応じた規制の緩和を行う

など、きめ細かな駐車規制を推進する。 

  イ 違法駐車対策の推進 

悪質性、危険性、迷惑性の高い違反に重点を指向して、地域の実態に応じた取締りを推進す

る。 

 ウ 駐車場等の整備 

路上における無秩序な駐車を抑制し、安全かつ円滑な道路交通を確保するため地域の駐車需

要を踏まえた駐車施設の整備を促進するとともに、民間駐車場の整備を促進する。 

また、都市機能の維持・増進を図るべき地区及び交通結節点等重点的に駐車場の整備を図る

べき地域において、公共駐車場の整備を推進する。 

  エ 違法駐車を排除する気運の醸成・高揚 

違法駐車の排除及び自動車の保管場所の確保等に関し、市民への広報・啓発活動を行うとと

もに、関係機関・団体との密接な連携を図り、市民の理解と協力を得ながら違法駐車を排除す

る気運の醸成・高揚を図る。 

  オ ハード・ソフト一体となった駐車対策の推進 

必要やむを得ない駐車需要への対応が十分でない場所を中心に、自治会、地元商店街等地域

の意見要望を十分に踏まえた駐車規制の点検・改善、道路利用者や関係事業者等による自主的
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な取組の促進、路外駐車場及び共同荷捌きスペースや路上荷捌きスペース整備の働き掛け、違

法駐車の取締り、積極的な広報・啓発活動等ハード・ソフト一体となった総合的な駐車対策を

推進する。 

⑿ 道路交通情報の充実 

安全で円滑な道路交通を確保するためには、運転者に対して正確できめ細かな道路交通情報を

分かりやすく提供することが重要であるため、デジタル技術等を活用して、適時・適切な情報提

供の充実を図る。 

⒀ 交通安全に寄与する道路交通環境の整備 

ア 道路の使用及び占用の適正化等 

   (ｱ) 道路の使用及び占用の適正化 

工作物の設置、工事等のための道路の使用及び占用の許可に当たっては、道路の構造を保

全し、安全かつ円滑な道路交通を確保するために適正な運用を行うとともに、許可条件の順

守、占用物件等の維持管理の適正化について指導する。 

   (ｲ)  不法占用物件の排除等 

道路交通に支障を与える不法占用物件等については、実態把握、強力な指導取締りにより

その排除を行い、特に市街地について重点的にその是正を実施する。 

さらに、道路上から不法占用物件等を一掃するためには、不法占用等の防止を図るための

啓発活動を地域に対して積極的に行い、「道路ふれあい月間」等を中心に道路の愛護思想の

普及を図る。  

(ｳ) 道路の掘り返しの規制等 

道路の掘り返しを伴う占用工事については、無秩序な掘り返しと工事に伴う事故・渋滞を

防止するため、施工時期や施工方法を調整する。 

さらに、掘り返しを防止する抜本的対策として共同溝等の整備を推進する。 

  イ 休憩施設等の整備の推進 

過労運転に伴う事故防止や近年の高齢運転者等の増加に対応して、「道の駅」等の休憩施設

等の整備を積極的に推進する。 

  ウ こどもの遊び場等の確保 

こどもの遊び場を確保し、路上遊戯等による交通事故の防止及び都市における良好な生活環

境づくり等を図るため、社会資本整備計画等に基づき、住区基幹公園、都市基幹公園等の整備

を推進する。 

さらに、繁華街、小住宅集合地域、交通頻繁地域等、こどもの遊び場等の環境に恵まれない

地域又はこれに近接する地域において、公園等の整備やふれあい広場の適正な維持管理に努め

るとともに、社会福祉施設の園庭等の開放の促進を図る。 

  エ 道路法に基づく通行の禁止又は制限 

道路の構造を保全し、又は交通の危険を防止するため、道路の破損、欠壊又は異常気象等に

より交通が危険であると認められる場合及び道路に関する工事のためやむを得ないと認められ

る場合には、道路法（昭和27 年法律第180 号）に基づき、迅速かつ的確に通行の禁止又は制

限を行う。 

また、危険物を積載する車両の通行の禁止又は制限及び道路との関係において必要とされる
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車両の寸法、重量等の最高限度を超える車両の通行の禁止又は制限に対する違反を防止するた

め、指導取締りの推進を図る。 

 

２ 交通安全思想の普及徹底 

  交通安全教育は、自他の生命尊重という理念の下、交通社会の一員としての責任を自覚し、交通

安全意識の向上と交通ルールの遵守及び交通マナーを身に付ける上で重要な意義を有している。 

「おもいやり、ありがとう」の理念や人優先の交通安全思想の下、こども、高齢者、障害のある人

等に関する知識や思いやりの心を育むとともに、交通事故被害者等の痛みを思いやり、交通事故の

被害者にも加害者にもならない意識を育てることが重要である。 

⑴ 段階的かつ体系的な交通安全教育の推進 

ア 幼児に対する交通安全教育の推進 

幼児に対する交通安全教育は、心身の発達段階や地域の実情に応じ、 

基本的な交通ルールを遵守し、交通マナーを実践する態度を習得させ 

るとともに、日常生活において安全に道路を通行するために必要な基 

本的な技能及び知識を習得させることを目標とする。 

    幼稚園、保育所、認定こども園においては、家庭及び関係機関・団

体等と連携・協力を図りながら、日常の教育・保育活動のあらゆる場

面を捉えて交通安全教育を計画的かつ継続的に行う。これらを効果的

に実施するため、絵本や紙芝居、視聴覚教材等を利用したり、親子で

実習するなど、親しみやすく分かりやすい指導に努めるとともに、指

導資料の作成、教職員の指導力の向上及び教材・教具の整備を推進する。 

    関係機関・団体は、幅広い教材・教具・情報の提供等を行い、幼稚園、保育所及び認定こど

も園における交通安全教育を支援するとともに、家庭において適切な 

指導ができるよう保護者の交通安全意識の高揚を図る。 

    また、交通安全協会交通安全指導員による幼児に対する通園時や園 

外活動時等の安全な行動の指導、保護者を対象とした交通安全講習会 

等の開催を促進する。  

  イ 小学生に対する交通安全教育の推進 

    小学生に対する交通安全教育は、心身の発達段階や地域の実情に応じて、歩行者及び自転車

の利用者として必要な技能と知識を習得させるとともに、道路及び交通の状況に応じて、安全

に道路を通行するために、道路交通における危険を予測し、これを回避して安全に通行する意

識及び能力を高めることを目標とする。 

(ｱ) 学校における交通安全教育 

・安全な歩行の仕方や、自転車の安全利用、危険の予測と回 

避、交通ルールの意味と必要性などに関する交通安全教育 

の実施 

・自転車の安全利用や安全な通学のための教育教材等の作成、 

配布 

・教員等を対象とした心肺蘇生法の実技講習会等の実施 

交通安全教育用キャラクターふじりん 

©むらまつけーじ 
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(ｲ) 関係機関・団体による支援 

・小学校における交通安全教育への支援 

・小学校の交通安全教育を補完するような交通安全教室の実施 

(ｳ) 民間団体等による支援等 

・市交通安全指導員による見守り 

・こども見守り隊等交通ボランティアによる見守り 

(ｴ) 家庭・地域との連携 

・保護者や地域、関係機関による通学路の安全点検 

・保護者による、歩行中や自転車乗車中など日常生活における、模範的な行動の実践 

(ｵ) 放課後児童クラブにおける安全教育 

・交通安全のルールとマナーに関する指導の実施 

ウ 中学生に対する交通安全教育の推進 

中学生に対する交通安全教育は、日常生活における交通安全に必要な事柄、特に、自転車で

安全に道路を通行するために、交通事故を再現する体験型の講習会を取り入れるなど、必要な

技能と知識を十分に習得させるとともに、道路を通行する場合は、自己の安全のみならず、他

の人々の安全にも配慮できるようにすることを目標とする。 

 

 

 

 

 

 

 

(ｱ) 学校における交通安全教育 

・安全な歩行の仕方や、自転車の安全利用、危険の予測と回避、標識等の意味、自転車事故

等における加害者の責任、応急手当等に関する交通安全教育の実施 

・自転車の安全な利用など、安全な通学を促すための教材の作成、配布 

・交通安全教室の実施 

・教員等を対象とした心肺蘇生法の実技講習会等の実施 

・ヘルメットの着用について、安全性や着用の努力義務化についての啓発 

(ｲ) 関係機関・団体による支援等 

・交通安全教育が円滑に実施できるための指導者の派遣や、交通安全に関する情報の提供 

・中学校の交通安全教育を補完するような交通安全教室の実施 

エ 高校生に対する交通安全教育の推進 

高校生に対する交通安全教育は、日常生活における交通安全に必要な事柄、特に、自転車の

利用者として安全に道路を通行するために、必要な技能と知識を十分に習得させるとともに、

交通社会の一員として交通ルールを遵守し自他の生命を尊重するなど責任を持って行動するこ

とができるような健全な社会人を育成することを目標とする。 

(ｱ) 学校における交通安全教育 
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・自転車の安全利用、二輪車と自動車の特性、危険の予測と回避、運転者の責任、応急手当

等に関する交通安全教育の実施 

・免許取得前の教育としての性格を重視した交通安全教育の実施 

・自転車の安全な利用等を含めた、安全な通学のための教育教材等の作成、配布 

・教員等を対象とした心肺蘇生法の実技講習会等の実施 

 

 

 

 

 

 

 

      

(ｲ) 関係機関・団体による支援等 

・交通安全教育が円滑に実施できるための指導者の派遣や、交通安全に関する情報の提供 

・高等学校の交通安全教育を補完するような交通安全教室の実施 

・交通安全活動への積極的な参加の促進 

オ 成人に対する交通安全教育の推進 

成人に対する交通安全教育は、自動車等の安全運転の確保の観点から、運転者の社会的責任

の自覚など意識啓発を強化し、免許取得時及び免許取得後の運転者の教育を中心として行うほ

か、社会人、大学生等に対する交通安全教育の充実に努める。 

(ｱ) 交通事故ゼロ作戦の推進 

・自治会や事業所等が参加する無事故無違反チャレンジの実施 

(ｲ) 運転者に対する教育 

・公安委員会の各種講習や自動車教習所など受講者の特性に応じて行う運転者教育の実施 

・安全運転管理の一環として事業所が安全運転管理者、運行管理者等に対して行う交通安全

教育の実施 

(ｳ) 使用者に対する教育 

・事業主等が、運転者安全運転管理者、運行管理者等を法定講習、指導者向けの研修会等へ

積極的に参加させるよう周知啓発の実施 

(ｴ) 学生に対する教育 

・関係機関・団体等と連携し、交通安全教育の充実に努める。 

・運転免許を取らない若者の増加に鑑み、運転免許を持たない若者や成人が交通安全につい 

て学ぶ機会を設けるよう努める。 

カ 高齢者に対する交通安全教育の推進 

高齢者に対する交通安全教育は、運転免許の有無等により、交 

通行動や危険認識、交通ルール等の知識に差があることに留意す 

る必要がある。その上で、加齢に伴う身体機能の変化が歩行者又 

は運転者としての交通行動に及ぼす影響や、運転者側から見た歩 
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行者や自転車の危険行動を理解させるとともに、自ら納得して安全な交通行動を実践すること

ができるよう必要な実践的技能及び交通ルール等の知識を習得させることを目標とする。 

(ｱ)  高齢者に対する交通安全教育の考え方 

高齢者に対する交通安全教育を推進するため、高齢者に対する交通安全指導担当者の養成、

教材・教具等の開発等、指導体制の充実に努めるとともに、各種教育機材を活用した参加・

体験・実践型の交通安全教育を積極的に推進する。特に、法令違反別では、高齢者は高齢者

以外と比較して「横断違反※」の割合が高い実態を踏まえ、交通ルールの遵守を促す交通安

全教育に努める。 

(ｲ) 関係機関等との連携 

関係団体、交通ボランティア、医療機関・福祉施設関係者等と連携して、高齢者の交通安

全教室等を開催するとともに、高齢者に対する社会教育の場面、福祉活動、各種の催し等の

多様な機会を活用した交通安全教育を実施する。 

(ｳ)  高齢運転者に対する教育 

高齢運転者に対しては、高齢者講習及び更新時講習の内容の充実に努めるほか、関係機

関・団体、自動車教習所等と連携して、個別に安全運転の指導を行う講習会等を開催し、高

齢運転者の受講機会の拡大を図るとともに、その自発的な受講の促進に努める。 

(ｴ)  電動車椅子利用者等に対する教育 

電動車椅子等を利用する高齢者に対しては、電動車椅子の製造メーカーで組織される団体

等と連携して、購入時等における安全利用に向けた指導・助言を徹底するとともに、継続的

な交通安全教育の促進に努める。 

(ｵ) 藤枝市交通安全指導員に対する教育 

地域における高齢者の安全運転の普及を促進するため、藤枝市交通安全 

指導員に対して、参加・体験・実践型の講習会を実施し、高齢者の安全運 

転に必要な知識の習得とその指導力の向上を図り、高齢者交通安全教育の 

継続的な推進役の養成に努める。 

(ｶ) 先進安全技術の体験 

高齢者が安全運転サポート車等に搭載される先進安全技術を体験できる 

機会を設けるよう努める。 

(ｷ) 地域の見守りと支援 

高齢化の一層の進展に的確に対応し、高齢者が安全に、かつ、安心して外出できる交通社

会を形成するため、高齢者自身の交通安全意識の向上はもとより、市民全体が高齢者を見守

り、高齢者に配意する意識を高めていくことや、地域の見守り活動を通じ、地域が一体とな

って高齢者の安全確保に取り組むよう努める。 

 

 

 

※横断違反：「横断歩道外横断」「斜め横断」「駐車車両の直前・活動、各種の催し等の多様な機会

を活用した交通安全教直後の横断」「走行車両の直前・直後の横断」「指定横断禁止区

間の横断」の道路交通法違反をいう。                   
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キ 障害のある人に対する交通安全教育の推進 

障害のある人に対しては、交通安全のために必要な技能及び知識の習得のため、手話通訳員

の配置、字幕入りビデオの活用等に努めるとともに、参加・体験・実践型の交通安全教育を開

催するなど障害の程度に応じ、きめ細かい交通安全教育を推進する。 

さらに、自立歩行ができない障害のある人に対しては、介護者等の障害のある人に付き添う

人を対象とした講習会等を開催する。 

ク 外国人に対する交通安全教育等の推進 

    外国人による交通事故を防止するため、日本の交通ルールやマナーに関する知識の普及啓発

を行う。在留外国人に対しては、母国の交通ルールや安全に対する考え方との違いを理解でき

るよう効果的な交通安全教育を推進するとともに、外国人を雇用する企業等と連携し、講習会

への参加を促進する。 

また、訪日外国人に対しても、多言語によるガイドやウェブサイト等、各種広報媒体を効果

的に活用し、交通ルールの周知を図る。 

⑵ 効果的な交通安全教育の推進 

交通安全教育を行うに当たっては、受講者が、安全に道路を通行するために必要な知識及び技

能を効果的に習得するため、参加・体験・実践型の教育方法を積極的に活用する。 

交通安全教育を行う機関・団体は、交通安全教育に関する情報を共有し、資機材の貸与、講師

の派遣及び情報の提供等、相互の連携を図りながら交通安全教育を推進する。 

また、受講者の年齢や情報リテラシー、道路交通への参加の態様に応じた交通安全教育に努め、

ドライブレコーダーやシミュレーター、ＶＲ等の機器の活用など、柔軟に多様な方法を活用し、

着実に教育を推進するよう努める。 

さらに、社会の変化や技術の進展を踏まえ、動画を活用した学習機会の提供、ウェブサイトや

ＳＮＳ等の各種媒体の積極的活用など、対面によらない交通安全教育や広報啓発活動についても

効果的に推進する。 

⑶ 交通安全に関する普及啓発活動の推進 

ア 交通安全運動の推進 

関係機関・団体が相互に連携して、市民一人一人に広く交通安全思想の普及・浸透を図るこ

とを目的に、年間を通じた市民総ぐるみの運動として展開する。 

年間を通じて実施する運動として、年度毎に、歩行者、自転車、自動車運転者の交通事故防

止、夕暮れ時から夜間の交通事故防止等、時節や交通情勢を反映した重点推進事項を設定する。 

各季の交通安全運動の実施に当たっては、事前に、事故実態や市民のニーズ等を踏まえ、運

動の趣旨、実施期間、運動重点、実施計画等について広く市民に周知する。 

また、地域に密着したきめ細かい活動が期待できる民間団体及び交通ボランティアの参加促

進を図り、参加・体験・実践型の交通安全教室の開催等により、交通事故を身近なものとして

意識させる交通安全活動を促進する。 

イ 歩行者の安全確保 

信号機のない横断歩道での死亡事故では、自動車の横断歩道手前での減速が不十分なものが

多いため、運転時の歩行者優先義務を再認識させる交通安全教育を推進する。 

また、歩行者に対しては、横断歩道を渡ること、信号機のあるところでは、その信号に従う
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といった交通ルールの周知を図る。 

さらに、「しずおか・安全横断３つの柱」（①手を上げるなどして運転者に対して横断する意

思を明確に伝え、②安全を確認してから横断を始め、③横断中も周りに気をつけること）等、

歩行者が自らの安全を守るための交通行動を促す交通安全教育等を推進する。 

ウ 自転車の安全利用の推進 

(ｱ)  自転車の安全対策の強化                

・自転車乗車時のヘルメット着用促進支援 

・自転車損害賠償責任保険等への加入促進 

・夕暮れ時から夜間における早めのライトオンの徹底 

・反射材用品等の活用促進 

(ｲ) 保護者に対する教育 

自転車に同乗する幼児の安全を確保するため、保護者に対して交通安全意識の啓発活動を

実施するほか、シートベルトを備えている幼児用座席に幼児を乗せるときは、シートベルト

を着用させるよう広報啓発活動を推進する。 

幼児・児童の保護者に対して、自転車乗車時の頭部保護の重要性とヘルメット着用による

被害軽減効果についての理解促進に努め、幼児・児童の着用の徹底を図るほか、全ての年齢

層の自転車利用者に対しても、ヘルメットの着用が努力義務化されたことを踏まえて啓発す

る。 

エ 自動車（二輪車を含む。）の安全運転の推進 

(ｱ)  妨害運転（あおり運転）防止に向けた広報啓発活動の推進 

妨害運転（あおり運転）を防止するため、思いやりと譲り合いの気持ちを持った運転を行

うことが必要であること、妨害運転を受けた場合には、安全な場所に避難し、車外に出るこ

となく 110 番通報すること、ドライブレコーダーが被害を受けたことの認定に役立つこと

などについて周知する。そのため、インターネット、ＳＮＳ、広報紙等の各種媒体、交通情

報板、各種交通安全イベントや交通安全教室等の場を効果的に活用しながら、広報啓発活動

を推進する。 

(ｲ)  飲酒運転根絶に向けた交通安全教育及び広報活動等の推進 

飲酒運転の危険性や飲酒運転による交通事故の実態を周知 

するための交通安教育や広報啓発を引き続き推進する。また、 

安全運転管理者、運行管理者、酒類製造・販売業者、酒類提 

供飲食店、駐車場関係者等と連携してハンドルキーパー運動 

の普及啓発やアルコール検知器を用いた運行前検査の確実な 

実施など、地域、職域等における飲酒運転根絶の取組を更に 

進め、「飲酒運転を絶対にしない、させない」という市民の規範意識の確立を図る。 

(ｳ) 「ながらスマホ」対策の強化 

自動車運転中の携帯電話使用等による交通死亡・重傷事故が横ばいで推移している状況に

鑑み、スマートフォンの画面を注視したり、携帯電話で通話したりしながら運転する、「な

がらスマホ」について、道路交通法で禁止されていること、及びその危険性や交通事故実態

等について広報啓発を推進するほか、関係事業者等や、安全運転管理者による教育の徹底を



 

- 31 - 

 

推進する。      

(ｴ)  後部座席を含めた全ての座席におけるシートベルトの正しい着用の徹底 

シートベルトの着用効果及び正しい着用方法について理解を求め、後部座席を含めた全て

の座席におけるシートベルトの正しい着用の徹底を図る。 

後部座席のシートベルト非着用時の致死率は、着用時と比較して格段に高くなるため、あ

らゆる機会・媒体を通じて着用徹底の啓発活動等を展開する。 

(ｵ)  チャイルドシートの正しい使用の徹底 

チャイルドシートの使用効果及び正しい使用方法について、広報啓発・指導を推進し、正

しい使用の徹底を図る。 

不適正使用時の致死率は、適正使用時と比較して約６倍になることから、チャイルドシー

トの使用効果及び使用方法について、幼稚園・保育所・認定こども園、病院、販売店等と連

携した保護者に対する効果的な広報啓発・指導を推進する。 

なお、６歳以上であっても、体格等の事情によりシートベルトを適切に着用させることが

できないこどもにはチャイルドシートを使用させることを推奨する。 

また、民間団体等が実施している各種支援制度の活用を通じて、チャイルドシートを利用

しやすい環境づくりを促進する。 

(ｶ)  二輪車運転者の交通事故被害軽減に関する普及啓発活動の推進 

二輪車運転者の交通事故被害軽減を図るため、ヘルメットの正しい着用とプロテクターの

着用について、関係機関・団体と連携した広報啓発活動を推進し、胸部等保護の重要性につ

いて理解増進に努める。 

(ｷ)  乗用型トラクターの事故防止に関する普及啓発活動の推進 

乗用型トラクターの事故防止を図るため、作業機を装着・けん引した状態で公道を走行す

る際の灯火器等の設置、キャビン・フレームの装備、シートベルトの着用等について周知を

行う。 

(ｸ) 交通事故情報の提供・発信 

市民が、交通事故の発生状況を認識し、交通事故防止に関する意識の啓発等を図ることが

できるよう、インターネット等各種広報媒体を通じて事故データ及び事故多発地点に関する

情報の提供・発信に努める。 

(ｹ)  先進技術に関する正しい理解の促進 

衝突被害軽減ブレーキや自動運転等の先進技術について、ユーザーが過信することなく使

用してもらえるような情報をはじめ、安全性能に関する試験結果を公表する、自動車アセス

メント情報や、安全装置の有効性、ドライブレコーダーの普及啓発、自動車の正しい使い方、

点検整備の方法、交通事故の概況等に係る情報を総合的な安全情報として取りまとめ、自動

車ユーザー、自動車運送事業者、自動車製作者等の情報の受け手に応じ適時適切に届けるこ

とにより、関係者の交通安全に関する意識を高める。 

オ 新しい小型モビリティの安全対策 

 (ｱ)  特定小型原動機付自転車の安全利用の推進 

特定小型原動機付自転車については、６キロメートル毎時の速度を超えて加速することが

できない構造であること等の基準を満たす特例特定小型原動機付自転車が一定の要件を満
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たす場合にのみ歩道通行が可能であり、それ以外の場合は歩道通行が禁止されている。この

ことに加え、車道における左側通行の徹底、車両用信号の遵守と停止線での停止の徹底、飲

酒運転の禁止といった基本的な交通ルールや自己を守るためにヘルメットの着用が効果的

であることについて、利用者に対して周知徹底を図るとともに、若い世代を中心に様々な機

会を利用し、安全教育を強化する。 

また、関係事業者が取り組むべき交通安全対策について定めた「特定小型原動 機付自転

車の安全な利用を促進するための関係事業者ガイドライン」に基づく安 全対策を推進する。 

 (ｲ)  ペダル付き電動バイクの安全対策の推進  

ペダル付き電動バイクについては、電動アシスト自転車ではなく、一般原動機 付自転車

又は自動車に該当し、道路を通行させるにはナンバープレートを取得し、車体に表示しなけ

ればならないほか、その運転には運転免許が必要であり、乗車用ヘルメットをかぶらなけれ

ばならないなど、一般原動機付自転車等に適用される交通ルールを遵守する必要がある。こ

のことについて、関係機関、販売事業者、プラットフォーム提供事業者等と連携して、周知

を徹底する。 

また、ペダル付き電動バイクの安全な利用を確保するため、販売事業者が販売時に販売す

るペダル付き電動バイク等の電動モビリティの車両区分を明示することや、飲食物等の配送

業務を委託する事業者において、配達員が配送業務に使用しようとする場合に正確な車両区

分を登録させることなどが求められる。こうした取り組みについて、「自動車又は一般原動

機付自転車に該当するペダル付き電動バイク及びキックボード様の立ち乗り型電動車の交

通事故を防止するための関係事業者ガイドライン」に基づき、関係事業者が取り組むべき交

通安全対策の一層の推進を図る。 

カ 反射材用品等の普及促進 

夕暮れ時から夜間における歩行者及び自転車利用者の事故防止に効果が期待できる反射材

用品等の普及を図るため、積極的な広報啓発を推進する。あわせて、反射材用品等の視認効果、

使用方法等について理解を深めるため、参加・体験・実践型の交通安全教育の実施及び関係機

関・団体と協力した反射材用品等の展示会の開催等を推進する。 

反射材用品等の普及に当たっては、衣服や靴、鞄等の身の回り品への反射材用品の組み込み

を推奨するとともに、適切な反射性能等を有する製品についての情報提供に努める。 

キ 効果的な広報の実施 

交通安全に関する広報については、テレビ、ラジオ、新聞、動画（YouTube）、ＳＮＳ、ホー

ムページ、街頭ビジョン等のあらゆる広報媒体を活用して、交通事故等の実態を踏まえた広報、

日常生活に密着した内容の広報、交通事故被害者等の声を取り入れた広報等、具体的で訴求力

の高い内容を重点的かつ集中的に実施するなど、実効が上がる広報を次の方針により行う。 

   (ｱ)  交通安全マイレージの活用 

市民一人一人の交通安全に対する意識の高揚を図 

るため、「交通安全マイレージ」を活用・推進し、交 

通安全に即した行動の習慣化と意識付けを推進する。    

(ｲ)  家庭における交通安全意識の醸成 

交通安全に果たす家庭の役割は極めて大きいことか 
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ら、家庭向け広報媒体の積極的な活用、自治会・町内会等を通じた広報等により家庭に浸透

するきめ細かな広報の充実に努め、こども、高齢者等を交通事故から守るとともに、妨害運

転や飲酒運転等の悪質・危険な運転を根絶する気運の高揚を図る。 

(ｳ)  民間団体の広報活動の支援 

民間団体の交通安全に関する広報活動を援助するため、交通の安全に関する資料、情報等

の提供を積極的に行うとともに、報道機関の理解と協力を求め、交通安全意識の高揚を図る。 

(ｴ)  交通安全指導員会等による啓発 

民間交通安全指導員会等が「交通事故ゼロの日」等に、街頭啓発を実施する。 

ク 広域連携による知見の共有 

三市交通安全連絡会（島田市・焼津市・藤枝市）において、交通事故防止等に関する知見を

共有し、本市における交通事故防止に活用していく。 

また、その他の近隣市町とも知見の共有を図っていく。 

ケ その他の普及啓発活動の推進 

(ｱ) 高齢者事故防止に関する普及啓発活動の推進 

高齢者の交通事故防止に関する市民の意識を高めるため、高齢者の歩行中や自転車乗用中

の事故実態の広報を積極的に行う。 

また、高齢者に対する高齢運転者標識（高齢者マーク）の表示の促進を図るとともに、他

の年齢層に対しても、高齢運転者の特性を理解し、高齢者マークを取り付けた自動車への保

護意識を高めるように努める。 

(ｲ) 夕暮れ時の事故防止に関する普及啓発活動の推進 

夕暮れ時から夜間にかけて重大事故が多発する傾向にあることから、重大事故の主原因と

なっている前方不注意、飲酒運転、歩行者の横断違反等による事故実態・危険性等を広く周

知し、これら違反の防止を図る。 

また、季節や気象の変化、地域の実態等に応じ、交通情報板等を活用するなどして自動車

及び自転車の前照灯の「早めのライトオン」、対向車や先行車がいない状況における「ハイ

ビームの効果的活用」を促すとともに、歩行者、自転車利用者の反射材用品等の着用を推進

する。 

⑷ 交通の安全に関する民間団体等の主体的活動の推進 

交通安全を目的とする民間団体については、交通安全指導者の養成等の事業及び諸行事に対す

る援助並びに交通安全に必要な資料の提供活動を充実するなど、その主体的な活動を促進する。 

また、地域団体、自動車製造・販売団体、自動車利用者団体等については、それぞれの立場に

応じた交通安全活動が地域の実情に即して効果的かつ積極的に行われるよう、交通安全運動等の

機会を利用して働き掛けを行う。そのため、交通安全対策協議会を定期的に開催し、交通安全に

関する市民挙げての活動の展開を図る。 

地域の状況に応じた交通安全教育を行う指導者や団体等を育成し、民間団体・ボランティア等

が主体となった交通安全教育・普及啓発活動の促進を図る。 

また、ボランティア等の高齢化が進行する中、交通安全の取組を着実に次世代につないでいく

よう、補助制度の見直し等により幅広い年代の参画に努める。 

ア 藤枝市交通安全指導員会 
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交通安全指導員会は、市内における交通安全意識の高揚と学童を交通 

事故から守るため、街頭指導、見守り活動を行うとともに地域からの求 

めに応じて交通安全確保のための活動、交通安全教育を行う。           

イ 交通安全協会藤枝地区支部 

交通安全協会藤枝地区支部指導員は、未就学児から高齢者まで、 

市内における全世代の交通安全教育を通して交通安全意識の高揚を図る。 

また、街頭指導により交通ルールの徹底と啓発、事故防止活動を行う。 

ウ こども見守りボランティア 

こどもの登下校時間の安全を確保するため、地域で自主的に組織している、こども見守り隊

等の見守りボランティアが安全に安心して活動できるよう、傷害保険への加入支援や横断旗等

の物品の支援などを実施する。 

エ 小学校交通安全リーダー 

交通安全リーダーは指名された小学校高学年児童から成 

り、登校班における交通安全の確保、下級生に対する交通 

マナーや交通ルールの指導を行う。 

また、交通安全リーダーにはリーダーワッペンと手帳を 

交付し、「交通安全リーダーと語る会」等においてリーダー 

としての意識の高揚を図るとともに、小学生の視点から交通安全に関する問題の指摘を行う。 

⑸ 地域における交通安全活動への参加・協働の推進 

交通安全は、市民の安全意識により支えられることから、市民に留まらず、通勤・通学者など

当該地域を訪れ、関わりを有する人も含め、交通社会の一員であるという当事者意識を持つよう

意識改革を促すことが重要である。 

このため、交通安全思想の普及徹底に当たっては、行政、民間団体、企業等と市民が連携を密

にした上で、それぞれの地域における実情に即した身近な活動を推進し、市民の参加・協働を積

極的に推進する。 

このような観点から、地域の交通安全への市民等の理解に資するため、市民や道路利用者が主

体的に行う「ヒヤリハットマップ」の作成、交通安全総点検などのほか、交通安全の取組に市民

等の意見を積極的にフィードバックするよう努める。 

 

３ 安全運転の確保 

安全運転を確保するためには、運転者の能力や資質の向上を図ることが必要であるため運転者教

育等の充実に努める。特に、今後大幅に増加することが予想される高齢運転者に対する教育等の充

実を図る。 

⑴ 運転者教育等の充実 

安全運転に必要な知識及び技能を身に付けた上で安全運転を実践できる運転者を育成するため、

免許取得前から、安全意識を醸成する交通安全教育の充実を図るとともに、免許取得時及び免許

取得後においては、特に、実際の交通場面で安全に運転する能力を向上させるための教育を行う。 

また、これらの機会が、単なる知識や技能を教える場にとどまることなく、個々の心理的・性

格的な適性を踏まえた教育、交通事故被害者等の手記等を活用した講習を行うなどにより交通事

市交通安全指導員による通学指導 
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故の悲惨さの理解を深める教育、自らの身体機能の状況や健康状態について自覚を促す教育等を

行うことを通じて、運転者の安全に運転しようとする意識及び態度を向上させるよう、教育内容

の充実を図る。 

ア 二輪車安全運転対策の推進 

交通安全協会等の関係機関と連携し、正しい二輪車運転マナー、運転技能を中心とした自動

二輪車安全運転講習及び原付技能安全講習を開催する等交通安全教育を推進する。 

また、交通安全組織としての二輪車安全運転推進クラブに対し、交通安全に関する研修会、

講習会等の開催、各種の交通安全活動等への積極的参加、協力等自主的安全活動を促進し、ク

ラブ員が中核となった二輪車利用者への安全意識の高揚を図る。 

イ 高齢運転者対策の充実 

   (ｱ) 高齢運転者標識（高齢者マーク）の活用 

高齢者マークの積極的な使用の促進 

   (ｲ) 高齢者支援施策の推進 

自動車等の運転に不安を有する高齢者等が運転免許証を返納しやすい環境の整備を図る

ため、関係機関が連携し、運転経歴証明書制度の周知、運転免許証を自主返納したものに対

するタクシークーポン券の交付等の支援制度の周知を図る。 

また、高齢者をはじめとする地域の移動手段の確保に向け、公共交通サービスの改善を図

るとともに、地域交通に関する多様な関係者の連携と適切な役割分担を行う中で、持続可能

な移動サービスの維持・確保、創出を推進する。 

ウ 外国人運転者対策の強化  

外国人運転者の増加に伴い、免許取得時の学科試験の多言語化に加えて、免許更新時におい

ても多言語教材を活用するなど、関係機関・団体と連携し、交通安全教育の徹底を図る。 

⑵ 安全運転管理の推進 

安全運転管理者及び副安全運転管理者（以下「安全運転管理者等」という。）に対する講習の充

実等により、安全運転管理者等の資質及び安全意識の向上を図るとともに、事業所内で交通安全

教育指針に基づいた交通安全教育が適切に行われるよう安全運転管理者等を指導する。 

また、安全運転管理者等による若年運転者対策及び貨物自動車の安全対策の一層の充実を図る

とともに、安全運転管理者等の未選任事業所の一掃を図り、企業内の安全運転管理体制を充実強

化し、安全運転管理業務の徹底を図る。 

さらに事業活動に伴う交通事故防止を更に促進するため、ドライブレコーダー、デジタル式運

行記録計等（以下「ドライブレコーダー等」という。）の安全運転の確保に資する車載機器の普及

促進に努める。あわせて、ドライブレコーダー等によって得られた映像を元に、身近な道路に潜

む危険や、日頃の運転行動の問題点等の自覚を促す交通安全教育や安全運転管理への活用方法に

ついて周知を図る。 

⑶ 事業用自動車の安全プラン等に基づく安全対策の推進 

事業用自動車の交通事故死者数・重傷者数・人身事故件数・飲酒運転件数の削減等を目標とす

る事業用自動車総合安全プランに基づき、関係者（行政、事業者、利用者）が一体となり総合的

な取組を推進する。 

ア 抜本的対策による飲酒運転、迷惑運転等悪質な法令違反の根絶の推進 
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安全運転管理協会、警察署等と連携し、点呼時にアルコール検知器を使用した酒気帯びの有

無の確認を徹底するよう指導するなど飲酒運転撲滅運動を展開する。 

また、薬物使用による運行の根絶に向け啓発を続ける。 

さらに、スマートフォンの画面を注視したり、携帯電話で通話したりしながら運転する「な

がら運転」、他の車両の通行を妨害し、重大な交通事故にもつながる「あおり運転」といった迷

惑運転防止についても啓発を続ける。 

イ 高齢社会における交通事故の防止対策 

事業用自動車の運転者の高齢化、及び高齢者が被害者となる交通事故の増加を踏まえ、高齢

運転者による交通事故防止対策を推進する。 

 

４ 車両の安全性の確保 

近年、自動車に関する技術の進歩は目覚ましく、様々な先進安全技術の開発・実用化が急速に進

んでいる。交通事故のほとんどが運転者の交通ルール違反や運転操作ミスに起因している状況にお

いて、こうした技術の活用・普及促進により、交通事故の飛躍的な減少が期待できると考えられる。 

今後、交通事故を減少させていく上で、自家用自動車及び事業用自動車双方における先進安全技

術の更なる活用・普及促進により着実に交通安全を確保していくことが肝要である。一方で、先進

技術を過信したり誤解することなく、運転者がその機能を正確に把握して正しく使用してもらうこ

とも重要であり、先進技術に対する理解を図る。 

⑴ 車両の安全性に関する基準等の改善 

ア 先進安全自動車（ＡＳＶ※）の普及 

先進技術を利用して運転者の安全運転を支援するシステムを搭載した先進安全自動車（ＡＳ

Ｖ）について、普及について研究する。 

イ 高齢運転者による事故が相次いで発生している状況を踏まえた安全対策の推進 

ペダルの踏み間違いなど運転操作ミス等に起因する高齢運転者による事故が発生している

ことや、運転者の高齢化が今後も加速していくことを踏まえ、安全運転サポート車や高齢者の

安全運転を支援する装置の普及促進を推進する。 

安全運転の責任は一義的には運転者にあることから、運転者の先進技術に対する過信・誤解

による事故を防止するため、先進技術に関する理解醸成の取組を推進する。 

⑵ 自動運転車の安全対策・活用 

交通事故の多くが運転者のミスに起因しているため、先進安全技術の活用に加え、自動運転の

実用化は交通安全の飛躍的向上に資する可能性があると考えられる。一方で自動運転技術は開発

途上の技術でもあることから、自動運転車の活用及び安全対策について研究をしていく。 

ア 安全な無人自動運転移動サービス車両の実現に向けた取組 

高齢者等の移動に資する無人自動運転移動サービス車両の実現に向け、そのような車両の安 

全性を確保するために、実証実験等について研究していく。 

 

 

 

※ＡＳＶ：先進技術を利用して、ドライバーの安全運転を支援するシステムを搭載した自動車 
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⑶ 自転車の安全性の確保   

自転車の安全な利用を確保し、自転車事故の防止を図るため、自転車利用者に対し定期的な点

検整備や正しい利用方法等を指導するとともに、近年、自転車が加害者となる事故に関し、高額

な賠償額となるケースもあるため、関係事業者の協力を得つつ、損害賠償責任保険等への加入を

促進する。 

さらに、夕暮れ時から夜間における自転車事故を防止するため、灯火点灯の徹底と反射材用品

等の取付けの促進により、自転車の被視認性の向上を図る。 

 

５ 道路交通秩序の維持   

交通ルール無視による交通事故を防止するためには、街頭啓発や交通指導取締りなどを通じ、道

路交通秩序の維持を図る必要がある。 

このため、警察署と連携し、交通事故実態等を的確に分析し、死亡事故等重大事故に直結する悪

質性、危険性の高い違反や、駐車違反等の迷惑性の高い違反に重点を置いた交通事故抑止に資する

交通指導取締りを推進する。 

さらに、暴走族等対策を強力に推進するため、関係機関・団体が連携し、地域が一体となって暴

走族追放気運の高揚等に努め、暴走行為をさせない環境づくりを推進する。 

 

６ 救助・救急活動の充実    

⑴ 救助・救急体制の整備 

ア 救助体制の整備・拡充 

交通事故の種類・内容の複雑多様化に対処するため、救助体制の整備・拡充を図り、救助活

動の円滑な実施を期する。 

  イ 多数傷者発生時における救助・救急体制の充実 

大規模道路交通事故等の多数の負傷者が発生する大事故に対応するため、連絡体制の強化、

救護訓練の実施及び消防機関と医療機関等の連携による救助・救急体制の充実を図る。 

ウ 自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の使用も含めた心肺蘇生法等の応急手当の普及啓 

発活動の推進 

事故現場に居合わせた人による応急手当の実施により、救命効果の向上が期待できることか

ら、自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の使用も含めた応急手当について、消防機関等が行う講習

会をはじめ普及啓発活動を推進するとともに救急の日、救急医療週間等の機会を通じて広報啓

発活動を積極的に推進する。 

また、応急手当指導者の養成を積極的に行っていくほか、救急要請受信時における応急手当

の口頭指導を推進する。 

さらに、自動車教習所における教習及び取得時講習、更新時講習等において応急救護処置に

関する知識の普及に努めるほか、交通安全の指導に携わる者、安全運転管理者等及び交通事故

現場に遭遇する可能性の高い業務用自動車運転者等に対しても広く知識の普及に努める。 

また、業務用自動車を中心に応急手当に用いるゴム手袋、止血帯、包帯等の救急用具の搭載

を推進する。 

加えて、学校においては、教職員対象の心肺蘇生法（ＡＥＤの使用を含む）の実習及び各種
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講習会の開催により指導力・実践力の向上を図るとともに、中学校、高等学校の保健体育にお

いて止血法や包帯法、心肺蘇生法（ＡＥＤの使用を含む）等の応急手当について指導の充実を

図る。 

エ 救急救命士の養成・配置等の促進 

「救急救命士法(平成３年４月23日法律第36号)」に基づき、一般財団法人救急振興財団へ

の救急隊員の派遣による養成や、救急救命士有資格者の消防職員採用等により、救急救命士の

計画的な増員を図る。 

また、救急救命士が行える気管挿管などの特定行為を円滑に実施するための講習等を実施す

るとともに、医師の指示又は指導・助言の下に救急救命士を含めた救急隊員による応急処置等

の質を確保するメディカルコントロール体制の充実を図る。 

オ 救助・救急資機材等の装備の充実 

救助工作車や交通救助活動に必要な救助資機材を充実させるとともに、救急救命士等がより

高度な救急救命処置を行うことができるよう、高規格救急自動車、高度救命処置用資機材等の

整備を推進する。 

さらに、救急医療機関等へのアクセスを改善するため、高速自動車国道における緊急開口部

の整備を推進する。 

カ 救助隊員及び救急隊員の教育訓練の充実 

複雑多様化する救助・救急事象に対応すべく、救助隊員及び救急隊員の知識・技術等の向上

を図るため、継続的な教育訓練を推進する。 

キ 高速自動車国道等における救急業務実施体制の整備 

高速自動車国道における救急業務については、中日本高速道路株式会社が、道路交通管理業

務と一元的に自主救急として処理するとともに、本市においても消防法（昭和23 年法律第186 

号）の規定に基づき処理すべきものとして、相互に協力して適切かつ効率的な人命救護を行う。 

このため、中日本高速道路株式会社との連携を強化するとともに、適正かつ効率的な救急業

務実施体制の整備を促進する。 

ク 現場急行支援システムの整備 

緊急車両が現場に到着するまでのリスポンスタイムの縮減及び緊急走行時の交通事故防止

のため、緊急車両優先の信号制御を行う現場急行支援システム（ＦＡＳＴ※）の整備を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

  

※ＦＡＳＴ：FAST Emergency Vehicle Preemption Systems、緊急車両に対して経路等に関する情報を

伝達するとともに、優先信号制御を行うことにより、現場までの到着時間の短縮、交通

事故の防止を図るシステム 
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ケ 緊急通報システム・事故自動通報システムの整備 

交通事故等緊急事態発生時における負傷者の早期かつ的確な救出及び事故処理の迅速化の

ため、人工衛星を利用して位置を測定するＧＰＳ技術や、その位置を地図表示させる技術、重

症度合の判定に資する技術等を活用し、自動車乗車中の事故発生時に車載装置・携帯電話を通

じてその発生場所の位置情報や事故情報を消防・警察等の通信指令室の地図画面に表示できる

よう自動通報することなどにより緊急車両等の迅速な現場急行を可能にする緊急通報システム

（ＨＥＬＰ※）や事故自動緊急通報システム（ＡＡＣＮ※）の格段の普及と高度化を図るため

に必要な環境を整備する。 

⑵ 救急医療体制の整備    

ア 救急医療機関等の整備 

(ｱ) 初期救急医療体制の整備 

・在宅当番医制の一層の充実強化 

・志太榛原地域救急医療センターの診療体制の充実 

(ｲ) 第２次救急医療体制の整備 

初期救急医療体制の後方体制として、入院治療を必要とする重症救急患者の医療を確保す

るため、第２次救急医療体制について、一層の充実強化を図る。 

(ｳ) 第３次救急医療体制の推進 

第３次救急医療を担う、藤枝市立総合病院において脳卒中、心筋梗塞、外傷等機能の重篤

な救急患者を受け入れるため、高度な診療機能を有し、24時間体制で重症患者に対応する診

療強化を図る。 

イ 救急医療担当医師・看護師等の養成等 

救急医療に携わる医師については、静岡県専門医研修

プログラムにおいて、救急専門医養成プログラムを提供

すること等により、確保に努める。       

看護師についても、救急時に的確に医師を補助できる

よう養成課程において救 急医療の教育を担う看護師等

養成所及び新人期において救命救急処置技術等の看護職員 

研修を実施する病院等を支援し、救急医療を担当する看護師の確保を図る。 

ウ ラピッドレスポンスカー（ドクターカー）事業の推進 

「意識が無い」「呼吸していない」等の重篤な救急患者発生時に、志太消防本部と藤枝市立

総合病院が連携し、医師の判断でラピッドレスポンスカー（ドクターカー）により医師、看護

師、救急救命士が現場に出動し、現場で救命処置・医療介入を行うことで救命率向上を目的に、

ラピッドレスポンスカー事業を推進する。 

 

 

  

※ＨＥＬＰ：Help system for Emergency Life saving and Public safety 

※ＡＡＣＮ：Advanced Automatic Collision Notification 

藤枝市立総合病院救命救急センター 
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エ ドクターヘリ事業の推進 

ドクターヘリの運航に協力することにより、救急患者の救命率向上を図るとともに、高速道

路事故等の救急車両での対応が困難な事故への迅速な対応につなげる。 

⑶ 救急関係機関の協力関係の確保等  

救急医療施設への迅速かつ円滑な収容を確保するため、救急医療機関、消防機関等の関係機関

における緊密な連携・協力関係の一層の強化を図る。 

特に、静岡県メディカルコントロール協議会及び地域メディカルコントロール協議会を中心に、

救急医療機関までの搬送途上、いわゆる病院に到着する前の救護体制の強化を推進する。 

 

７ 被害者支援の充実と推進 

交通事故被害者等は、交通事故により多大な身体的、精神的及び経済的打撃を受けたり、又はか

けがえのない生命を絶たれたりするなど、深い悲しみやつらい体験をされており、このような交通

事故被害者等を支援することは極めて重要であることから、犯罪被害者等基本法の下、交通事故被

害者等のための施策を総合的かつ計画的に推進する。 

さらに、交通事故被害者等は、精神的にも大きな打撃を受けている上、交通事故に係る知識、情

報が乏しいことが少なくないことから、交通事故に関する相談を受けられる機会を充実させるとと

もに、交通事故の概要、捜査経過等の情報を提供し、被害者支援を積極的に推進する。 
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第２章 

踏切道における 

交 通 の 安 全 
 

第１節 踏切事故のない社会を目指して・・・・・・・・・・・４２ 

第２節 踏切道における交通の安全についての対策・・・・・・４２ 
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第１節 踏切事故のない社会を目指して  

 

全国の踏切事故は、長期的には減少傾向にあり、藤枝市内における踏切事故は過去5年間では１件

発生し、死者数は１人であった。 

令和６年の全国の踏切事故発生件数は218件、死傷者数は146人となっており、鉄道運転事故の約

4 割を占めている。事故原因としては直前横断によるものが約５割であり、また高齢者が関係するも

のが多く、65歳以上で約４割を占めている。こうした現状を踏まえ、引き続き踏切事故防止対策を総

合的かつ積極的に推進することにより踏切事故のない社会を目指す。 

 

第２節 踏切道における交通の安全についての対策   

 

Ⅰ 今後の踏切道における交通安全対策を考える視点 

踏切事故は、多数の死者を生じるなど重大な結果をもたらすおそれがある。このため、高齢者等

の歩行者対策等、市内 10 か所それぞれの踏切の状況等を勘案しつつ、より効果的な対策を総合的

かつ積極的に推進することとする。 

また、デジタル技術の発展やライフスタイルの変化等、社会を取り巻く環境の変化を見据え、更

なる踏切道の安全性向上を目指し、対策を検討する。 

さらに、各踏切道の遮断時間や交通量等の諸元やこれまでの対策実施状況、対策の効果等を踏ま

えて、道路管理者と鉄道事業者が協力し各踏切の状況を踏まえた対策を重点的に推進していくこと

も重要である。 

Ⅱ 藤枝市内の踏切道 

 表３：藤枝市内ＪＲ東海道本線踏切一覧  

（西側から順に記載）               

番 号 踏 切 名 

１ 一里山踏切 

２ 陣屋踏切 

３ 瀬戸踏切 

４ 下青島踏切 

５ 田沼街道踏切 

６ 前島踏切 

７ 第三高柳踏切 

８ 第二高柳踏切 

９ 第一高柳踏切 

１０ 第一築地踏切 

 

一里山踏切 

※瀬戸踏切、田沼街道踏切、第二高柳踏切以外は歩行者専用踏切。 
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Ⅲ 講じようとする施策 

１ 構造の改良の検討 

歩道が狭隘な踏切については、踏切道内において歩行者と自動車等が錯綜することがないよう歩

行者滞留を考慮した踏切拡幅など、事故防止効果の高い構造への改良を検討する。さらに、平滑化

等のバリアフリー化を含めた、高齢者等が安全で円滑に通行するための対策を検討する。 

 

２ 踏切保安設備の整備 

自動車交通量の多い踏切道については、道路交通の状況、事故の発生状況等を勘案して必要に応

じ、障害物検知装置、オーバーハング型警報装置、大型遮断装置等、より事故防止効果の高い踏切

保安設備の整備を進める。さらに高齢者等の歩行者対策としても効果が期待できる、全方位型警報

装置、非常押ボタンの整備、障害物検知装置の高規格化を推進するとともに、道路標識の高輝度化

等による視認性の向上を図る。 

 

３ 踏切道の統廃合の検討 

構造の改良等の事業の実施に併せて、その利用状況、迂回路の状況等を勘案して、市民の通行に

特に支障を及ぼさないと認められるものについて、必要に応じて統廃合を検討する。 

 

４ その他踏切道の交通の安全及び円滑化等を図るための措置 

自動車運転者や歩行者等の踏切道通行者に対し、交通安全意識の高揚及び踏切支障時における非

常押ボタンの操作等の緊急措置の周知徹底を図るため、学校、自動車教習所等において、踏切の通

過方法等の教育を引き続き推進する。踏切事故による被害者等への支援についても、事故の状況等

を踏まえ、適切に対応していく。 

   

瀬戸踏切 第二高柳踏切 
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下青島踏切 

陣屋踏切 
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第１節 基本方針 

 

１ 南海トラフ地震臨時情報等発表時 

突発的な地震発生に備えて対策を進めていくことが基本であるが、「南海トラフ地震臨時情報」

（以下「臨時情報」という。）が発表された場合には、その情報を活用し被害軽減につなげる。 

 

２ 南海トラフ地震等発生時 

南海トラフ地震等発生時（以下「地震発生時」という。）には、災害応急対策を円滑に行うため、

陸上交通機能の早期回復、混乱の防止等交通を確保するための、必要な交通対策等を実施する。 

 

第２節 講じようとする施策  

 

１ 南海トラフ地震臨時情報発表時  

警察及び関係機関と連携し、必要な体制を構築のうえで情報収集及び連絡活動を行い、同報無線

やメール配信等を活用して情報提供を行い、市民への周知を図る。 

 

２ 南海トラフ地震等発生時 

⑴ 緊急交通路等の確保  

地震発生時においては、警察と連携し被災地域への車両の流入抑制を行うとともに、被害状況

を把握した上で、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）の規定に基づく通行禁止等の必要な交

通規制を迅速かつ的確に実施する。 

⑵ 道路交通情報の提供 

地震発生時において、道路の被災状況や道路交通状況を迅速かつ的確に収集・分析・提供し、

復旧や緊急交通路、緊急輸送道路等の確保及び道路利用者等に対する道路交通情報の提供を行う。 

 

３ 平時における措置 

⑴ 緊急通行車両の事前届出の推進 

災害応急対策に従事する車両の円滑な通行を確保するため、緊急通行車両事前届出の推進を図

るとともに、変更に伴う再申請について周知徹底を図る。 

⑵ 交通総量抑制対策の推進 

臨時情報発表時や地震発生時における車両の使用の自粛についての広報啓発を推進する。 

⑶ 信号機電源付加装置の整備  

停電による信号機の滅灯に備え、信号機電源付加装置及び可搬式発動発電機を信号機に接続す

る災害用電源箱や必要な資機材の整備・充実を図る。 

⑷ 南海トラフ地震臨時情報発表時及び地震発生時における自動車運転者の執るべき措置の周知

徹底 

臨時情報発表時には道路への車両の走行を控えること、地震発生時には、①できる限り安全な

方法により車両を道路の左側に停止させ、②停止後は、カーラジオ等により災害情報及び交通情

報を聴取し、その情報及び周囲の状況に応じて行動すること、③車両を置いて避難するときは、
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できるだけ道路外の場所に移動するとともに、やむを得ず道路上に置いて避難するときは、でき

る限り道路の左側に寄せて駐車し、エンジンを切り、エンジンキーは付けたままとし、窓を閉め、

ドアロックしない等、自動車運転者の執るべき措置について、警察等関係機関と連携しながら、

各種講習会、交通安全運動等のあらゆる機会を通じ、周知徹底を図る。 

 

４ その他の交通安全対策   

⑴ 既存の道路橋の耐震補強等 

地震発生時の交通路を確保するため、重要路線等にある橋梁に対して、橋脚の補強や落橋防止

システムの設置等を推進する。 

⑵ 沿道建築物等の耐震化の促進 

地震発生時における緊急輸送ルートや避難路の通行を確保するため、静岡県のプロジェクト「Ｔ

ＯＵＫＡＩ－０＋」総合支援事業の周知を図り、緊急輸送ルート等の沿道にある建築物やブロッ

ク塀等の耐震化を促進する。 

 

 

 


